
暴力団排除に関する誓約書
令和　　　年　　　月　　　日
西原村長　殿
住　　　　所
申請者　商号又は名称
代表者職氏名
私は、以下のことについて、誓約します。
１　下記の者に該当しません。
２　下記に該当する者であることを知りながら、下請けその他の契約を締結しません。
３　下記に該当する者から不当な要求を受けた場合は、速やかに警察に通報します。
４　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、不利益を被ることになっても異議は一切申し立てません。
記
・法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号又は第6号に規定する暴力団又は暴力団員並びにその関係者（以下「暴力団員等」という。）である。
・役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的、又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしている。
・役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供給するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している。
・役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている。
・役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係（暴力団員等が参加する会合等に出席すること、会合等に暴力団員等を招待すること、遊戯等の交友が継続的に行われていること。なお「継続的に行われている」とは、これらの事実が2回以上行われている場合とする。）を有している。

■　関係例規
暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（抜粋）

第２条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1) 暴力的不法行為等　別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当たる違法な行為をいう。

(2) 暴力団　その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。

(3) 指定暴力団　次条の規定により指定された暴力団をいう。

(4) 指定暴力団連合　第４条の規定により指定された暴力団をいう。

(5) 指定暴力団等　指定暴力団又は指定暴力団連合をいう。

(6) 暴力団員　暴力団の構成員をいう。

(7) 暴力的要求行為　第９条の規定に違反する行為をいう。

(8) 準暴力的要求行為　一の指定暴力団等の暴力団員以外の者が当該指定暴力団等又はその第９条に規定する系列上位指定暴力団等の威力を示して同条各号に掲げる行為をすることをいう。

第32条 国及び地方公共団体は、次に掲げる者をその行う売買等の契約に係る入札に参加させないようにするための措置を講ずるものとする。

(1) 指定暴力団員 

(2) 指定暴力団員と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。） 

(3) 法人その他の団体であって、指定暴力団員がその役員となっているもの 

(4) 指定暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する者（前号に該当するものを除く。） 

